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原子力規制委員会が実施するモニタリングの結果（トリチウム）

⚫ 原子力規制委員会は、測点を拡充の上、2022年４月より、近傍海域（毎月）及び沖合海域（３月毎）の計20測点で試
料採取し、海水中トリチウムのモニタリングを実施。結果を順次公表。

⚫ 他機関を含めても、トリチウム濃度は十分低い水準と確認されており、人や環境に影響は無い。

＜近傍海域（～3km）＞ （～50km） （50km～）

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/L）

２０２２．１Q
表層 ０．０４２～０．０８５

底層 ０．０８２～０．１０

２０２２．２Q
表層 ０．０６６～０．０９６

底層 ０．０６１～０．０８０

２０２２．３Q
表層 ０．０５３～０．０７８

底層 ０．０５７～０．０８５

２０２２．４Q
～放出前

表層 ０．０４１～０．０９７

底層 ０．０２８～０．０７８

以下 放出後

２０２３．１１
表層 ０．０５３～０．０７３

底層 ０．０５４～０．０７４

２０２４．１
表層 ０．０５０～０．０７０

底層 ０．０４６～０．０８５

２０２４．５
表層 ０．０３５～０．０５８

底層 ０．０３０～０．１１

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/L）

２０２２．１Q 表層 ０．０４１～０．０７８

２０２２．２Q 表層 ０．０６７～０．０９５

２０２２．３Q 表層 ０．０３９～０．０９３

２０２２．４Q
～放出前

表層 ０．０３４～０．０８７

以下 放出後

２０２３．１１ 表層 ０．０３８～０．０８９

２０２４．１ 表層 ０．０３９～０．０７３

２０２４．５ 表層 ０．０３９～０．１３

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/L）

２０２２．１Q 表層 ０．０７６～０．２１

２０２２．２Q 表層 ０．０７１～０．２１

２０２２．３Q 表層 ０．０５３～０．１４

２０２２．４Q～
放出前

表層 ＜０．０３７～０．１３

以下 放出後

２０２３．９ 表層 ＜０．０５２～０．０９７

２０２３．１０ 表層 ０．０７８～１．１

２０２３．１１ 表層 ０．４２～０．６３

２０２３．１２ 表層 ０．０７１～０．１３

２０２４．１ 表層 ＜０．０４５～０．０７７

２０２４．２ 表層 ０．０６６～０．１１

２０２４．３ 表層 ０．１０～０．８２

２０２４．４ 表層 ０．０７３～０．３４

＜沖合海域（概ね30km～90km）＞

１



【参考】従前より実施しているトリチウム以外のモニタリングの結果（１／３）

（セシウム）

⚫ 原子力規制委員会は、従前より、近傍海域（毎月）、沖合海域（３月毎）及び外洋海域（半年毎）の計46測点で試料採
取し、海水中セシウム１３４、１３７のモニタリングを実施。結果を順次公表。

⚫ ALPS処理水の放出開始後においても、当該モニタリング結果について過去の傾向と異なる特別な変化はなかった。
※下表の値はセシウム１３７。セシウム１３４は、放出前後とも基本的に検出下限値未満。

採取時期等 放射性物質
濃度（Bq/L）

２０２２．４～
放出前

表層
０．００１８～
０．０３３

以下 放出後

２０２３．９ 表層
０．００５４～
０．０２７

２０２３．１０ 表層
０．００４７～
０．０２９

２０２３．１１ 表層
０．００７５～
０．０４１

２０２３．１２ 表層
０．００７３～
０．０３１

２０２４．１ 表層
０．００２２～
０．００７３

２０２４．２ 表層
０．０１５～
０．０２０

２０２４．３ 表層
０．００６２～
０．０２０

２０２４．４ 表層
０．００６８～
０．０３１

２０２４．５ 表層
０．００７７～
０．０２６

採取時期等 放射性物質
濃度（Bq/L）

２０２２．４～
放出前

表層
～
底層

０．００１２
～

０．００２３

以下 放出後

２０２３．１１
表層
～
底層

０．００１３
～

０．００１７

２０２４．１
表層
～
底層

０．００１４
～

０．００１９

２０２４．５
表層
～
底層

０．００１４
～

０．００２９

採取時期等 放射性物質
濃度（Bq/L）

２０２２．４～
放出前

表層
～
底層

０．０００２６
～

０．００２７

以下 放出後

２０２３．１１
表層
～
底層

０．０００２７
～

０．００１８

２０２４．１
表層
～
底層

０．０００３４
～

０．００１８

２０２４．５
表層
～
底層

０．０００４１
～

０．００１７

＜近傍海域（～3km）＞
＜沖合海域（概ね30km～90km）＞

（50km～）（～50km）

採取時期等 放射性物質
濃度（Bq/L）

２０２２．４
～放出前

表層
～

-500m

０．０００４８
～

０．００２６

以下 放出後

２０２３．１１
表層
～

-500m

０．０００８１
～

０．００２３

＜外洋海域（概ね90km～）＞

２



【参考】従前より実施しているトリチウム以外のモニタリングの結果（２／３）

（ストロンチウム）

⚫ 原子力規制委員会は、従前より、近傍海域（毎月）及び沖合海域（３月毎）の計１４測点で試料採取し、海水中ストロ
ンチウム９０のモニタリングを実施。結果を順次公表。

⚫ ALPS処理水の放出開始後においても、当該モニタリング結果について過去の傾向と異なる特別な変化はなかった。

＜近傍海域（～3km）＞
＜沖合海域（概ね30km～90km）＞

（50km～）（～50km）

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/L）

２０２２．４～
放出前

表層
０．０００６５～
０．００１８

以下 放出後

２０２３．９ 表層
０．０００７３～
０．００１２

２０２３．１０ 表層
０．０００８７～
０．００１５

２０２３．１１ 表層
０．０００７８～
０．００２１

２０２３．１２ 表層
０．０００９４～
０．００１８

２０２４．１ 表層
０．０００９７～
０．００１２

２０２４．２ 表層
０．０００６４～
０．０００８１

２０２４．３ 表層
０．０００７０～
０．００１１

２０２４．４ 表層
０．０００９９～
０．００１２

２０２４．５ 表層
０．００１１～
０．００１９

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/L）

２０２２．４～
放出前

表層
０．０００５４～
０．００１２

以下 放出後

２０２３．１１ 表層
０．０００９５～
０．００１４

２０２４．１ 表層
０．０００７３～
０．０００９３

２０２４．５ 表層
０．０００７７～
０．００１２

採取時期等 放射性物質濃度（Bq/L）

２０２２．４～放
出前

表層
０．０００５５～
０．００１５

以下 放出後

２０２３．１１ 表層
０．０００７４～
０．００１３

２０２４．１ 表層
０．０００７２～
０．００１３

２０２４．５ 表層
０．０００８８～
０．００１１

３



（海底土）

⚫ 原子力規制委員会は、従前より、沖合海域（３月毎）の計３２測点で試料採取し、海底土のセシウム等のモニタリング
を実施。結果を順次公表。

⚫ ALPS処理水の放出開始後においても、当該モニタリング結果について過去の傾向と異なる特別な変化はなかった。
※下表の値はセシウム１３７。他の対象核種は、セシウム１３４、ストロンチウム、プルトニウム、アメリシウム及びキュリウム。

【参考】従前より実施しているトリチウム以外のモニタリングの結果（３／３）

＜沖合海域（概ね30km～90km）＞

（～50km） （50km～）

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/kg・乾土）

２０２２．４～放出前 ０．６０～８７

以下 放出後

２０２３．１１ １．３～６０

２０２４．１ ２．４～６４

２０２４．５ １．５～３５

採取時期等 放射性物質濃度
（Bq/kg・乾土）

２０２２．４～放出前 ＜０．３０～１１０

以下 放出後

２０２３．１１ ＜ ０．３１～５３

２０２４．１ ＜ ０．３１～３４０

２０２４．５ ０．４０～５３

４



6 ５



7 ６



8 ７



海洋環境モニタリングに対する貢献を高く評価（IAEAの評価）

ＩＡＥＡレビュー海洋放出開始後第２回ミッションの報告書における評価及びその対応について １／２
（海洋モニタリング関連）（令和6年7月18日公表）

タスクフォースは、ALPS処理水の海洋放出に伴い、海洋環境モニタリングに貢献する日本の原子力規制庁、
環境省、水産庁、福島県及び東京電力に対し、総合モニタリング計画の包括性とその適切な実施を評価する
旨の言及があった。
また、国際社会はもとより、全ての利害関係者からの信頼を高め、透明性のある客観的検証を行う上で、IAEA
の継続的な裏付け活動とオンサイトでの独立したサンプリングと分析が重要であることを改めて強調した。

信頼性

透明性

➢ IAEAの実施する技能試験（Proficiency Test)に国内分析機関の参加呼びかけを継続して行
い分析機関参加数の維持・増加に務める（全世界参加機関数80のうち日本からの参加機関
数31（R6増加）)。

➢ IAEAの実施する分析機関間比較への協力を継続する（ILC：Inter-Laboratory Comparison） 。
➢ 詳細な分析手法を提供する（英文資料整備）。

関係機関等と連携してモニタリングの信頼性の向上及び透明性の確保を図っていく。

８



結果共有に関し一層の情報システムの一元化を要求（IAEAの評価）

ＩＡＥＡレビュー海洋放出開始後第２回ミッションの報告書における評価及びその対応について ２／２
（海洋モニタリング関連）（令和6年7月18日公表）

タスクフォースは、ALPSに関連する海洋環境モニタリングデータの結果を共有することを目的として、いくつか

の新規および更新された情報システム※が維持されていることを認識した。しかし、現在利用可能な情報システ
ムは非常に多く、システム毎に複数ある測定データ提供元その全てが網羅されているわけではなかったり、シ
ステムごとに更新頻度が異なったりしている。タスクフォースは、日本政府による最新のモニタリングデータの
一元化が依然として必要であると認識している。

原子力規制庁の対応として原子力規制庁のポータルサイトによる情報一元化を図っていく。
９

➢ IAEAは全世界のDBからデータを集約し公開してい
る。日本の各DBからも収集し公開している。

➢ 原子力規制庁ポータルサイト(RAMDAS)に各DBの
情報を一元化する。IAEAの次世代DBと親和性の高
いインターフェイスでの提供を図る。

※情報システム：各省庁、東電等はそれぞれの目的に応じ
データベース(DB)を構築し各Webサイトで情報を公開している。
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